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特 集 1
　（財）砂防・地すべり技術センターでは国内の主要火
山において火山噴火緊急減災対策関係の業務を受託し
て、検討を進めている。主要な検討事例は別途記述す
ることとし、ここでは火山噴火緊急減災対策砂防計画（以
下「緊急減災計画」）を検討するうえでの方向と課題につ
いて紹介したい。

1. �はじめに

　平成19年４月に公表された「火山噴火緊急減災対策
砂防計画ガイドライン」に沿って全国の主要な活火山
において緊急減災計画の検討が始まった。平成21年度
末時点で、浅間山をはじめとする主要な活火山におけ
る緊急減災計画のとりまとめが進められている。
　緊急減災計画は次のような観点で策定され、火山砂
防計画の補完的役割をもっている。
◦�火山砂防計画は、火山ごとの噴火・土砂移動特性を

もとに、想定可能な比較的大規模な現象を対象とし
てハード・ソフト両面の対策計画が策定される。し
かし、水系砂防計画と比べて大量の土砂の整備が必
要で、対策の実施には長い整備期間と多額の事業費
を必要とすることになりがちである。

◦�また、噴火活動の開始タイミングは火山ごとに特徴を
もっており、ごく一部の火山を除いてこれを予測する
ことは困難である。

◦�そのため、いったん噴火活動が開始してから噴火状
況に合わせた対応策を検討していたのでは、次々と起
こる火砕流や溶岩流などの噴火現象あるいは土石流
や泥流などの土砂移動現象に対処することが間に合
わない場面が想定される。

◦�そこで、火山ごとの噴火・土砂移動特性を調べて、様々
な場面の変化にできるだけ対応可能な応急的・緊急
的対策の進め方を「あらかじめ」検討することによっ
て、切迫期対応の実行性を高めることが期待される。

　全国主要火山において検討を開始した当初はいくつ
かの基本的な質問を受けた。例えば、「緊急減災計画を
立てておけば、火山砂防基本計画は立てなくてもよい
のか？」とか、「火山防災対策の本務は消防防災部局な
ので、砂防部局はハード対策のみを検討しておけばよい
のか？」などである。
　緊急減災計画は上述の観点から非常時の対応行動プ
ログラムであり、火山噴火時の危機管理としての準備
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計画と位置づけることができる。中長期的な展望のも
とに計画実施される水系砂防計画などとは性格を異に
する。

2. �噴火シナリオと土砂移動シナリオ

　緊急減災計画を考えるうえで基本となる概念に、「噴
火シナリオ」がある。噴火シナリオは緊急減災計画の検
討対象となる活火山の噴火特性を調査し、とくに噴火
活動の推移に着目して時系列で整理しておくものであ
る。噴火活動の推移はマグマの地表出現などの変換点
で分岐し、新たな局面に移行する。その分岐の組合せ（こ
れをシナリオ・ケースという）は単一ではなく、多岐に
わたる。火山学的解釈が科学的根拠に支えられている
ことが望ましいが、現地データは必ずしも充分でないの
で、多くの活火山では類似火山を参照して噴火シナリ
オが作成されている図-1。また、噴火とほぼ同時あるい
はその後の降雨等によって火山泥流、土石流などの土

砂移動現象が生じる。土砂移動もシナリオが考えられ、
例えば融雪型火山泥流は火山の斜面上に積雪がある時
期に噴火が発生することによって引き起こされる。す
なわち、雪の有る無しが融雪型火山泥流が発生する可
能性があるかどうかの分岐点になる。
　注意を喚起したいのは，噴火シナリオで想定された
ケースの噴火活動は、対象火山の噴火実績や類似火山
から推定されたものであり、必ずしも将来の噴火を予測
したものではないということである。あくまで、緊急減
災計画で想定したシナリオやシナリオ・ケースは緊急
対策における一連のプロセスを考えるうえで想定可能
な一案と位置づける必要がある。
　近年の噴火事例をみても分かるように、雲仙普賢岳
1990年噴火では、1792年噴火とは異なる噴火活動の推
移が発現し、約4,000年前の噴火に類似した火砕流が発
生した★1。2000年の有珠山噴火では、1910年の四十三
山噴火と類似の現象が生じたが、火口が形成されたのは
想定外の西山山麓であった★1。また、三宅島噴火でも
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過去500年間に起こった山腹噴火とは異なる山頂噴火
によりカルデラが形成され、これは約2,500年ぶりのこ
とであった★1。
　この問題は土砂移動シナリオにも当てはまる。十勝
岳1926年噴火で発生した融雪型火山泥流は有名である
が、1989年1月の噴火では山腹に多量の積雪があったに
もかかわらず、小規模な泥流しか発生しなかった★1。融
雪型火山泥流が発生する条件は、今後の研究課題の一
つである。
　このような事例から、次の噴火でどのような現象が発
生するのかを予測するのは困難であるが、少なくともそ
の火山において過去に起こったことのある噴火現象が
発生する可能性が高いことは想像に難くない。計画上
は噴火シナリオや土砂シナリオで想定された現象が発
生することと同時に、発生しない可能性も考えておかな
ければならない。
　火山噴火時の対応の遅れは、多くの可能性を思い描く
ことがなく、限られた範囲の経験や知識のなかだけで考
えてしまうことも一因と考えられる。その意味で、噴火
や土砂シナリオを予め検討しておくことは意義がある。
実際には、すべてのシナリオ・ケースを網羅することは
難しいが、「思考実験あるいはイメージ・トレーニング」
としての「シナリオ」とも位置づけることができよう。

3. �緊急対策ドリル

　噴火の切迫期あるいは噴火直後で土砂災害が予想さ
れるとき、被害の拡大を防ぐために応急・緊急対策が実
施される。その実施手順は噴火活動や土石流などの土
砂移動実態に合わせて考えることが求められる。緊急
減災計画では、選定したシナリオ・ケースの推移に合わ
せて実際の対応行動の方法と順序を「緊急対策ドリル」
として検討している。それは、緊急砂防施設の設置な
どを実行する緊急ハード対策と、土石流発生検知機器
の緊急配備などを実行する緊急ソフト対策で構成され、
シナリオ・ケースごとに検討している図-2。
　ドリルという命名は必ずしも適切ではないかもしれ
ないが、あるシナリオ・ケースを前提として緊急時の対
応のあり方を確認するための演習問題と位置づけるこ
とができる。前述のように、実際に噴火が始まると、噴
火活動の推移を予知することは大変難しい。専門知識
と火山の特徴を熟知した火山研究者でも慎重な判断を
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・�爆発直後に山頂浅部の伸縮を示す地殻変動〈傾斜計〉
・�有色噴煙〈目視・高感度カメラ〉
・�多量のSO2放出が継続（DOAS）
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・�山体膨張停止→縮小

土砂移動 ・��豪雨時の土石流
発生 ・�豪雨時の土石流発生 ・�豪雨時の土石流発生 ・�火砕流による融雪型火山泥流発生

・��降灰、火砕流堆積渓流からの土石流発生
・�土石流頻発が継続
・�徐々に発生回数減

県・市町
村の対応 ・�情報収集 ・�情報収集

・�情報収集
・�入山規制、レベルに合わせた
ゾーン内の避難準備

・�避難計画の確認・検討

・�警戒体制、警戒区域の設定
・�避難所開設、避難
・�被害の確認

・�被害の確認
・�避難解除

緊急減災
砂防計画

・�降雨対応／噴火
対応基本施設の
整備

・�通常期の警戒避
難基準雨量等の
体制

・��豪雨時には、県
や市町村への情
報提供

・�資材、機器の把握・手配
・�緊急対策準備、
　無人化施工の準備
・�既設堰堤の効果量チェック
・�既設砂防ダムの除石
・�監視機器の緊急配置
・�県、市町村への情報提供
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布に応じて、緊急対施
設、除石工等

・�県、市町村への情報供

図-2

情報収集

緊急除石の実施

緊急対策ドリルのイメージ

sabo vol.103 Jul.2010� sabo vol.103 Jul.2010



特集
火山災害

時間経過
（目安）

数ヶ月～数日前 数時間～1日 数年～

噴火活動
の
想定

平常時 火山活動の高まり 前兆現象 噴火発生 噴火終息

・�深部へのマグマ
貫入？

・深部へのマグマの貫入
・火道内へのマグマ上昇
・火道浅部増圧
・熱水活動
・�高温ガス増加、火口高温化
・ごく小規模噴火

・�火道内へのマグマ上昇が加速 ・噴火発生（ブルカノ式噴火）
・噴煙急上昇
・火砕流の発生

・噴火規模の縮小

火山監視・
観測結果

山体深部の膨張
を示す地殻変動
（GPS）

・地震多発〈地震計〉
・地殻変動〈傾斜計・GPS〉
・�火映、有色噴煙
　〈目視・高感度カメラ〉

・�山頂浅部の膨張を示す地殻変
動〈傾斜計〉

・�BH型地震の急増〈地震計〉

・�高度数千mの噴煙〈高感度カメラ、レーダー〉
・�爆発地震〈地震計〉
・�空振（空振計）
・�爆発直後に山頂浅部の伸縮を示す地殻変動〈傾斜計〉
・�有色噴煙〈目視・高感度カメラ〉
・�多量のSO2放出が継続（DOAS）
・�火砕流〈目視・高感度カメラ〉

・�地震回数の漸減
・�山体膨張停止→縮小

土砂移動 ・��豪雨時の土石流
発生 ・�豪雨時の土石流発生 ・�豪雨時の土石流発生 ・�火砕流による融雪型火山泥流発生

・��降灰、火砕流堆積渓流からの土石流発生
・�土石流頻発が継続
・�徐々に発生回数減

県・市町
村の対応 ・�情報収集 ・�情報収集

・�情報収集
・�入山規制、レベルに合わせた
ゾーン内の避難準備

・�避難計画の確認・検討

・�警戒体制、警戒区域の設定
・�避難所開設、避難
・�被害の確認

・�被害の確認
・�避難解除

緊急減災
砂防計画

・�降雨対応／噴火
対応基本施設の
整備

・�通常期の警戒避
難基準雨量等の
体制

・��豪雨時には、県
や市町村への情
報提供

・�資材、機器の把握・手配
・�緊急対策準備、
　無人化施工の準備
・�既設堰堤の効果量チェック
・�既設砂防ダムの除石
・�監視機器の緊急配置
・�県、市町村への情報提供

・�リアルタイムハザードマップ
（プレアナリシス型）確認
・�緊急減災対策施設整備（施工
優先度・資材量を考慮して対
象施設を決定）

・�県、市町村への情報提供

・�リアルタイムハザードマップ（逐次計算型）の実施
・��県、市町村への情報提供

・��降灰、火砕流堆積物分
布に応じて、緊急対施
設、除石工等

・�県、市町村への情報供

図-2

被災避難経路の検討など

無人化施工による
対策の実施

データベース型RTHM
による想定被害

逐次計算型RTHMによる現象、
規模に合わせた想定被害

緊急時の防災対応に活用

sabo vol.103 Jul.2010 sabo vol.103 Jul.2010 �



図-3

火山噴火緊急減災対策砂防計画策定
ガイドライン（平成19年4月）

緊急減災の検討

浅間山火山噴火緊急減災対策
砂防計画の作成

・中噴火時の融雪型火山泥流の緊急対策

浅間山火山噴火緊急減災対策
砂防計画の追加見直し

・�中噴火時の融雪型火山泥流の　　
緊急対策の見直し
・噴火後の土石流の緊急対策

浅間山火山噴火緊急減災対策
砂防計画の見直し

訓練の実施
・実地訓練
・RP防災訓練

中噴火を想定した
浅間山火山砂防計画検討

Plan（計画）

Act（処置・改善）

Act（処置・改善）

Plan（計画）

Do（実施・実行）

Plan（計画）

基
本
対
策
の
整
備

関係機関との連携
・浅間山HM検討委員会
・防災マップWG

基本対策の事業化の検討
・備蓄施設

緊急減災計画の追加検討
・その他の火山災害の対策検討
・施設構造

2009年2月2日
噴火以降の対応

Check（点検・評価）

Check（点検・評価）

Do（実施・実行）

PDCAサイクル（浅間山の例）
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せざるを得ない。しかし、次々と対策を実行しなければ
ならない防災担当者が余り慎重になりすぎると、対策実
施のタイミングを失ってしまうことにもなる。とくに砂
防担当者が、ハード対策を実施しようとしている場面で
は一定計画に基づく事業実施と異なり、局面の状況変
化に臨機応変に対応しなければならない。そこにあら
かじめ一定の状況を想定した対応方策が検討されていれ
ば、それをもとに状況に応じて部分変更などを施すこと
によって、少しでも早く実行に移せるものと期待される。
　緊急対策ドリルは、ハード・ソフト両対策ともに実施
されなければ意味のないものである。実行力を保持する
ために計画の適宜見直しも必要である。その場面ではた
んなる机上検討にとどまらず、見直し作業を定式化した
PDCAサイクルによる計画が有効であろう。PDCAサイ
クルとは、計画（Plan）→実行（Do）→点検・評価（Check）
→処置・改善（Act）という流れで管理するシステムのこ
とで、緊急減災対策に適合した手法と考えられる。
　さらに、点検・評価（Check）に当たっては、実際に情
報の流れに沿った判断チェックが重要である。これを
検証する手法の一つとして、ロールプレイング方式防災
訓練がある。浅間山で検討されている緊急減災対策で
は、PDCAサイクルとロールプレイング方式防災訓練が
併用されており、一定の成果が出ている図-3。

4. �緊急減災対策を実行可能とするために　　　　
──平常時からの準備

　ここまで述べてきたように、緊急減災対策の目的とす
るところはいかに実効性を高め、それを確保するかにか
かっているといっても過言ではない。噴火・土砂移動
シナリオを思考実験やイメージ・トレーニングとして
とらえ、緊急減災ドリルは火山砂防対策のための事例
集と位置付けるとともに、これらの結果が実際の噴火の
場面で実行可能としておかなければならない。
　そのために、噴火活動が始まる前の平常時からどのよ
うな準備をしておけばよいのであろうか。
　1990年から始まった雲仙普賢岳噴火において、砂防
部局では水無川の砂防計画基本構想を発表して大規模
な砂防堰堤群によって予想される土砂を捕らえて下流
域の被害を防止・軽減しようとした。しかし、実際に砂
防堰堤を建設しようとしてもその土地が確保されてい
なかった。度重なる火砕流によって警戒区域が設けら

れていたため、用地調査の立ち入りができなかったこと
も重なり、本格的な砂防堰堤の建設までに時間を要した。
　緊急減災対策では、この反省から砂防設備用地の確
保が重要な課題として挙げられている。借地にせよ買
収にせよ、火山噴火が始まってから交渉を始めたのでは、
局面の変化に対応することは困難と予想されるため、用
地取得は緊急ハード対策を実行するうえで最も重要な
課題である。平常時から土地の所有者や管理者と土地
使用や取得について調整しておかなければならない。
　火山災害対策は、噴火によって様々な被害が想定さ
れる。また、噴火活動が数年以上にわたって継続する
こともあり、地域の経済活動のみならず住民の生活にも
大きな影響を与える。とくに土砂災害は、噴火活動が
沈静化した後も引き続き発生することが知られている。
砂防部局の役割は、土砂災害から生命や財産を守るこ
とであるが、噴火活動終息後に速やかに地域の復興を
促すことも重要な役割である。被害を受けた施設や家
屋を再興するためにも、土砂災害に対する安全の確保が
第一である。噴火の継続中はもとより、そのような場面
において砂防部局のみであらゆる問題に当たることは
困難であり、関係機関などとの一層緊密な連携・協力
が求められる。これは平常時から培っておかねばなら
ない課題である。よく言われる「顔の見える関係づくり」
は災害が発生して慌ただしい時にはなかなか構築でき
ないと考えられる。お互いに周知の仲であれば、阿吽の
呼吸も生まれるのではないかと考える。
　その他にも、緊急減災対策の実効性を確保するため
に平常時から準備・調整しておくべき課題がある。ハ
ード対策に必要な資機材の確保・調達・備蓄、火山防
災ステーションの機能強化、情報通信網の整備と情報
の一元化によるスムースな共有化、火山データベース
の整備・運用、変化し続ける噴火活動や土砂生産環境
に対する適切な緊急調査手法の検討などが挙げられる。
それらの詳細は割愛するが、どの項目も噴火が切迫して
からの対応では間に合わないと考えられるため、綿密な
検討が必要である。
　今後は、緊急減災対策砂防計画の検討に当たり、本
論で述べた課題を常に意識しながらよりよい計画の策
定に向けて努力していきたい。
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